
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 30,895 諸収入 0 

計 30,895 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 30,895 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 195,275 

要求額 30,895 

総務部長段階査定額 30,895 

一般会計 【問合せ先】育成係 0857-30-8239 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】 
　過年度の交付金事業の額の確定により、国・県へ返還を行うもの。 

【事業の目的及び効果】
　国・県支出金等の額の確定に伴う返還金。

【事業の内容】 
　国庫支出金、県支出金の実績報告に伴う返還金
　①（国）児童手当交付金返還金　　　　　　　　 　17,596千円
　②（県）鳥取県児童手当支給事業費負担金返還金　　3,628千円
　③（国）子ども・子育て支援事業返還金　　　　　　6,366千円
　④（R4繰）子育て世帯等臨時特別返還金　　　　　　3,305千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００１ 項　　目　　名 過年度分国県支出金等返還金

予算書項目 過年度分国県支出金等返還金 ページ 45 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 市立保育園運営費

予算書項目 市立保育園運営費 ページ 45 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R4

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１１次総の施策体系】1101 

【事業の経過及び背景】
  ウクライナ危機による世界的なエネルギー価格の高騰を受け、電気やガス、ガソ
リンなどの燃料費が上昇している。また、新型コロナウイルス感染症対策として換
気の徹底や空気清浄機の常時使用など電気の使用量も上昇しており電気代増加の要
因となっている。

【事業の目的及び効果】 
　燃料費高騰に伴う光熱費が増加する中、市立保育園の安定運営を実施し適正な保
育環境を確保する。

【事業の内容】 
・会計年度任用職員（市立保育園保育士等）の人件費　 
・市立保育園（22園）の電気使用量による光熱費（電気代）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,822 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 616,021 

要求額 16,822 

総務部長段階査定額 16,822 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 16,822 諸収入 0 

計 16,822 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 82 諸収入 0 

計 246 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 246 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 3,221 

要求額 246 

総務部長段階査定額 246 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1101

【事業の経過及び背景】 
　近年の核家族化や雇用・経済に関する社会問題等、児童を取り巻く養育環境が大
きく変 化する中で、本市でも児童虐待に関する相談件数が年々増加しており、相談
内容も経済問 題や心身の疾患、発達障害等様々な育児困難の要因を抱えているもの
が多くなっている。 
　自ら積極的に支援を求めていくことが困難な状況にある家庭に、過重な負担がか
かる前 の段階において、きめ細かで継続的な関わりが必要になってきている。 

【事業の目的及び効果】 
　育児困難な状態にある家庭に対する援助・支援により、子どもと家庭の福祉向上
と社会 全体の利益増進を図る。 

【事業の内容】 
・家庭訪問による支援 
　ＮＰＯ法人子どもの虐待防止ネットワーク鳥取に委託し、継続的な支援が 必要な
　家庭に対し、訪問による育児支援・家事支援を実施 。
　　≪対象≫・特に支援が必要な養育者及び児童に対する相談・支援 
　　　　　　・児童養護施設等退所後の児童の家庭に対する養育相談・支援 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 164 0 

健００３ 項　　目　　名 養育支援訪問事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 43 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R4

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 83 0 

一般財源 1,312 諸収入 83 

計 3,279 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,279 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 5,096 

要求額 3,279 

総務部長段階査定額 3,279 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１１次総の施策体系】1101（実施計画関連事業） 

【事業の経過及び背景】 
　家族等の支援が十分に得られないため、産後の休養がとれなかったり、メンタル
不調や 強い育児不安を抱えた状態で、育児が十分に行えないなど、産後の母の休養
や母体ケア・ 乳児ケア等の支援が必要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　妊産婦等の支援ニーズに応じ、妊娠から出産、子育て期までの切れ目のない支援
を包括 的に行い、安心して妊娠・出産・育児が行える環境を整え、子育てを支援す
る。 

【事業の内容】 
・産後ケア事業委託費の増額（件数増による） 
　家族等から十分な援助が得られず、かつ、体調不良や育児不安等がある生後４か
　月未 満の乳児と母親を対象とした下記の支援事業について、病院・助産所等産科
　医療機関に委託して、保健指導や育児相談、育児手技等のケアを提供する。
　①母子ショートステイサービス
　②母子デイサービス(通所・訪問)
　③乳児一時預かり 

　※その他財源の諸収入は、利用者負担金

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,884 0 

健００４ 項　　目　　名 妊娠・出産包括支援事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 43 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R4


